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東 京 都 離 島 航 空 路 線 補 助 金 交 付 要 綱 

 

（ 趣旨）  

第１ 条 知事は、 東京都の離島（ 以下「 離島」 と いう 。 ） におけ る 住民の

生活に 必要な 旅客運送の 確保並びに 離島に おけ る 空港の 効率的な 利用

及び整備に資する た め、 航空運送事業者に対し 、 予算の範囲内において

東京都離島航空路線の 運航費及び離島住民に 対し て の 旅客運賃（ 以下

「 運賃」 と いう 。 ） にかかる 補助金（ 以下「 補助金」 と いう 。 ） を 交付

でき る も のと し 、 そ の交付に関し て は、 国が定める 「 地域公共交通確保

維持改善事業費補助金交付要綱」 （ 平成２ ９ 年６ 月９ 日付国空事第２ ０

８ 号。 以下「 国の要綱」 と いう 。 ） 及び東京都補助金等交付規則（ 昭和

３ ７ 年東京都規則第１ ４ １ 号） に定める ほか、 こ の交付要綱に定める と

こ ろ によ る 。  

 

（ 補助対象路線）  

第２ 条 補助金の対象と な る 航空路線（ 以下「 補助対象路線」 と いう 。 ）

は、 補助対象期間において 経常損失が見込ま れる 離島航空路線のう ち 、

国の 要綱第６ ７ 条の 規定に よ り 国土交通大臣が 認定し た 生活交通確保

維持改善計画（ 当該計画に代え て 策定さ れた 離島航空路確保維持計画を

含む。 以下こ の要綱において 同じ 。 ） の路線と し 、 次の各号に該当する

も のでな け ればな ら な い。  

 （ １ ） 当該離島航空路線によ っ て 結ばれる 地点が、 当該離島にと っ て 最

も 日常拠点性を 有し て いる こ と 。  

 （ ２ ） 海上運送等の主た る 代替交通機関によ る 当該離島と 前号の地点の

間の所要時間が概ね２ 時間以上で あ る こ と 。  

 （ ３ ） 二つ以上の航空運送事業者が競合関係の下で経営する 航空路線で

な いこ と 。  

 

（ 補助対象事業者及び運賃補助対象者）  

第３ 条 補助対象事業者は、 離島（ そ の地域の全部又は一部が離島振興法

（ 昭和２ ８ 年法律第７ ２ 号） 第２ 条第１ 項の規定によ り 指定さ れた 同項

の離島振興対策実施地域に含ま れる 島） に係る 航空路線について 、 第４

条の事業を 行う 航空法（ 昭和２ ７ 年法律第２ ３ １ 号） 第１ ０ ２ 条に規定

する 本邦航空運送事業者で あ っ て 、 国土交通大臣が認定し た 生活交通確

保維持改善計画に事業者と し て 記載さ れて いる 者と する 。  

２  運賃補助の対象と な る 者（ 以下「 補助対象者」 と いう 。 ） は、 補助対

象路線のう ち 、 生活交通確保維持改善計画の策定のた め設置さ れた 「 東

京都離島航空路地域協議会」 （ 以下「 協議会」 と いう 。 ） において 決定

さ れた 路線毎の 運賃補助の 対象と な る 町村に 住民登録を し て い る 者と

する 。  
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（ 補助対象事業）  

第４ 条 補助対象事業（ 以下「 対象事業」 と いう 。 ） は、 補助対象路線を

運航する 事業と する 。  

 

（ 補助対象期間）  

第５ 条 補助対象期間は、 補助金の交付決定を 受け る 日の属する 会計年度

と する 。  

 

（ 補助対象経費）  

第６ 条 運航費の補助対象経費は、 対象事業に要する 費用のう ち 国の要綱

第６ ２ 条第１ 項から 第３ 項に定めら れた 額と する 。  

２  運賃の補助対象経費は、 対象事業に要する 費用のう ち 、 次の第１ 号に

定め る 運賃か ら 消費税相当額を 控除し て 得た 額と 第２ 号に 定め る 運賃

から 消費税相当額を 控除し て 得た 額と の差額に、 補助対象期間におけ る

補助対象者の利用人員を 乗じ て 得た 額と する 。  

（ １ ） 当該航空路線の 補助対象者に対する 運賃（ 本事業によ る 割引分を

除く ）  

（ ２ ） 協議会で決定さ れた 補助対象者に対する 運賃 

 

（ 補助金の額）   

第７ 条  運航費の補助金の額は、 補助対象経費の２ 分の１ 以内の額と する 。 

２  運賃の補助金の額は、 補助対象経費から 国の要綱６ ２ 条第４ 項及び第

６ ３ 条に基づき 算出さ れる 国庫補助金を 減じ た 額と する 。  

３  災害等の予期し な い事由によ り 欠損が増大し た 場合、 そ の他特に調整

を 要する 場合には、 知事は、予算の範囲内で額を 増減する こ と ができ る 。 

 

（ 補助金の交付の申請）  

第８ 条 補助金の交付を 受け よ う と する 者は、 東京都離島航空路線補助金

交付申請書（ 第１ 号様式） を 補助金の交付を 受け よ う と する 会計年度の

４ 月末日（ 特にやむを 得な い理由があ る 場合にあ っ て は、 知事の指定す

る 日） ま でに、 知事に提出する も のと する 。  

２  前項の申請書に添付すべき 資料は次のと おり と する 。  

（ １ ） 国の要綱第６ ７ 条規定によ り 国土交通大臣が認定し た 生活交通確

保維持改善計画 

（ ２ ） 国か ら 東京都離島航空路線協議会宛の 地域公共交通確保維持改 

善事業費補助金（ 離島航空路運航費補助） の内定通知書の写し  

 

（ 補助金交付決定通知）  

第９ 条 知事は、 補助金の交付を 決定し た と き は、 東京都離島航空路線補
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助金交付決定通知書（ 第２ 号様式） によ り 補助金の交付を 申請し た 者（ 以

下「 補助事業者」 と いう 。 ） に通知する 。   

 

（ 補助金の交付の条件）  

第１ ０ 条 知事は、 補助金の交付の決定に際し 、 そ の目的を 達成する た め

に必要な 条件を 付する こ と ができ る 。  

 

（ 対象事業の内容変更等）  

第１ １ 条 補助事業者は、 次の各号のいずれかに該当する 場合は、 あ ら か

じ め東京都離島航空路線補助金交付変更等承認申請書（ 第３ 号様式） を

知事に提出し 、 そ の承認を 受け な け ればな ら な い。  

（ １ ） 対象事業の内容を 変更し よ う と する 場合 

（ ２ ） 対象事業を 中止ま た は廃止し よ う と する 場合 

２  知事は、 前項の規定によ る 申請の内容を 審査し 、 承認ま た は承認し な

いこ と を 決定し た と き は東京都離島航空路線補助金交付変更承認・ 不承

認通知書（ 第４ 号様式） によ り 、 申請者に通知する 。  

 

（ 補助金の概算払の請求等）  

第１ ２ 条 第９ 条の規定によ り 交付決定の通知を 受け た 者は、 概算払の請

求を 次の各号に基づき 、 東京都離島航空路線補助金概算払請求書（ 第５

号様式） によ り 提出する こ と ができ る も のと する 。  

（ １ ） 運航費の補助金の額は、 第６ 条第１ 項によ り 国が決定し た 補助対象

経費の２ 分の１ の額の１ ０ 分の９ の範囲内 

（ ２ ） 運賃の補助金は、 第６ 条第２ 項、 第７ 条第２ 項及び第１ ３ 条に基づ

き 算出さ れた 額のう ち 、 年３ 回以内 

２  前項の規定によ り 概算払の請求があ っ た と き は、 知事は、 対象事業の

遂行上必要があ る と 認める 場合に、 予算の範囲内で交付する こ と ができ

る 。  

 

（ 対象事業実績報告）  

第１ ３ 条 補助事業者は、 東京都離島航空路線補助金実績報告書（ 第６ 号

様式） ま た は東京都離島航空路線補助金離島住民運賃補助実績報告書

（ 第７ 号様式） に関係書類を 添え て 、 次の各号の期日ま でに知事に提出

し な け ればな ら な い。  

（ １ ） 運航費の対象事業が完了し た と き は、 対象事業の完了し た 日から 起

算し て １ 月以内ま た はそ の翌年度の４ 月１ ０ 日ま でのいずれか早い日 

（ ２ ） 運賃の対象事業について 、 毎月の報告は２ ０ 日ま で、 ま た 、 対象事

業の完了し た 日から 起算し て １ 月以内ま た はそ の翌年度の４ 月１ ０ 日

ま でのいずれか早い日 
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（ 補助金の額の確定）  

第１ ４ 条 知事は、 前条の報告に係る 対象事業の成果が補助金交付額の決

定及びこ れに付し た 条件に適合する と 認めた と き は交付額を 確定し 、 東

京都離島航空路線補助金の額の確定通知書（ 第８ 号様式） によ り 補助事

業者に通知する も のと する 。  

２  補助事業者が、 認定を 受け た 生活交通確保維持改善計画に基づく 対象

事業の全部又は一部を 実施し な かっ た と き は、 そ の実施し な かっ た 割合

に応じ 、 知事は、 第９ 条の東京都離島航空路線補助金交付決定通知書に

記載さ れた 額の一部又は全部を 減額し て 補助金の額を 確定し 通知する 。 

た だし 、 天災そ の他やむを 得な い事情があ る 場合はこ の限り ではな い。 

  

（ 補助金の交付等）  

第１ ５ 条 前条の規定によ る 通知を 受け た 補助事業者は、 確定し た 補助金

の交付を 受け よ う と する と き は、 東京都離島航空路線補助金交付請求書

（ 第９ 号様式） を 知事に提出し な け ればな ら な い。  

２  前項の規定によ り 請求があ っ た と き は、 知事は、 予算の範囲内で交付

する こ と ができ る 。  

３  前条によ り 通知さ れた 額が第１ ２ 条第２ 項の概算払額を 下回っ た 場合、

補助事業者は、 知事が指定する 期日ま でに、 差額を 返還し な け ればな ら

な い。  

 

（ 交付決定の取消）  

第１ ６ 条 知事は、 補助事業者が、 次の各号のいずれかに該当する と 認め

た と き は、 当該交付決定の全部又は一部を 取り 消すこ と ができ る 。  

 （ １ ） こ の要綱の規定に違反する と き 。  

 （ ２ ） 補助金を 他の用途に使用し た と き 。  

 （ ３ ） 交付決定の内容及びこ れに附し た 条件に違反し た と き 。  

 （ ４ ） 偽り そ の他不正な 手段によ り 補助金の交付を 受け た と き 。  

 （ ５ ） 法令又はこ れに基づく 知事の処分に違反し た と き 。  

２  知事は、 前項の取消し を 決定し た 場合において は、 そ の旨を 補助事業

者に通知する も のと する 。  

 

（ 補助金の返還）  

第１ ７ 条 知事は、 前条の取消し を 決定し た 場合において 、 当該取消し に

係る 部分に関し 、 既に補助金が交付さ れて いる と き は、 交付決定の取消

し の通知を し た 日から ２ ０ 日以内の期限を 定めて 、 そ の返還を 命じ な け

ればな ら な い。  

 

（ 違約加算金及び延滞金）  

第１ ８ 条 補助金の 交付の 決定の 全部又は一部の 取消し を し た 場合に お
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いて 、 そ の返還を 命じ た と き は、 当該命令に係る 補助金の受領の日から

納付の日ま での日数に応じ 、 当該補助金の額につき 年１ ０ ． ９ ５ パーセ

ン ト の割合（ 年当た り の割合は、 閏年の日を 含む期間について も 、 ３ ６

５ 日当た り の割合と する 。 ） で計算し た 違約加算金を 納付し な け ればな

ら な い。  

２  補助金の返還を 命じ た 場合において 、 こ れを 納期日ま で に納付し な か

っ た と き は、 納期日の翌日から 納付の日ま での日数に応じ 、 そ の未納額

につき 年１ ０ ． ９ ５ パーセ ン ト の割合（ 年当た り の割合は、 閏年の日を

含む期間について も 、 ３ ６ ５ 日当た り の割合と する 。 ） で 計算し た 延滞

金を 納付し な け ればな ら な い。  

 

（ 補助金の整理）  

第１ ９ 条 補助金の交付を 受け た 者は、 補助金に係る 経理について 、 他の

経理と 明確に区別し た 帳簿を 備え 、 そ の収支状況を 明ら かにし て おかな

け ればな ら な い。  

２  前項の帳簿及び補助金の経理に係る 証拠書類は、 補助金の交付を 受け

た 日の属する 会計年度の終了後５ 年間保存し な け ればな ら な い。  

 

                                  

 

                                        

附 則（ 平成２ ４ 年３ 月３ ０ 日付２ ３ 港島管第１ ２ ２ ６ 号）  

こ の交付要綱は、 平成２ ３ 年度東京都離島航空路線運航費補助金から 適

用する 。 た だし 、 第５ 条中「 補助金の交付の決定を 受け る 日の属する 会計

年度」 と あ る のは、 平成２ ３ 年度に限り 、 「 平成２ ３ 年１ ０ 月１ 日から 平

成２ ４ 年３ 月３ １ 日の間」 と 読み替え る も のと する 。  

 

附 則（ 平成２ ５ 年３ 月１ ５ 日付２ ４ 港島管第１ １ ９ ６ 号）  

第１ 条 こ の交付要綱は、 平成２ ５ 年度東京都離島航空路線運航費補助金

から 適用する 。  

第２ 条 平成２ ５ 年度の三宅島路線の運航費補助対象経費について は、 第

６ 条中「 第４ 条に規定する 対象事業に要する 費用のう ち 国の要綱第６ ２

条に定めら れた 額」 と あ る のを 「 国の要綱第６ ２ 条第２ 項の実績損失見

込額」 と 読み替え る も のと する 。  

 

附 則（ 平成２ ６ 年３ 月２ ０ 日付２ ５ 港島管第１ ３ ４ ９ 号）  

第１ 条 こ の交付要綱は、 平成２ ６ 年度東京都離島航空路線運航費補助金

に適用する 。  

第２ 条 平成２ ６ 年度の羽田－大島路線運航費補助対象経費について は、

第６ 条中「 第４ 条に規定する 対象事業に要する 費用のう ち 国の要綱第６
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２ 条に定めら れた 額」 と あ る のを 「 国の要綱第６ ２ 条第２ 項の実績損失

見込額」 と 読み替え る も のと する 。  

 

附 則（ 平成２ ７ 年３ 月２ ０ 日付２ ６ 港島管第１ ２ ７ ４ 号）  

第１ 条 こ の交付要綱は、 平成２ ７ 年度東京都離島航空路線運航費補助金

に適用する 。  

第２ 条 平成２ ７ 年１ ０ 月ま で 実施さ れる 大島路線搭乗率向上実証実験

の期間中の運航費補助対象経費について は、 第６ 条中「 第４ 条に規定す

る 対象事業に要する 費用のう ち 国の要綱第６ ２ 条に定めら れた 額」 と あ

る のを 「 国の要綱第６ ２ 条第２ 項の実績損失見込額」 と 読み替え る も の

と する 。  

 

附 則（ 平成２ ８ 年４ 月１ 日付２ ８ 港島管第３ 号）  

こ の交付要綱は、 平成２ ８ 年度東京都離島航空路線運航費補助金から 適

用する 。  

 

附 則（ 平成３ ０ 年３ 月２ ７ 日付２ ９ 港島管第１ ３ ５ ９ 号）  

こ の交付要綱は、 平成３ ０ 年度東京都離島航空路線補助金から 適用する 。 

 

附 則（ 令和元年９ 月１ ９ 日付３ １ 港島管第５ ５ ４ 号）  

第１ 条 こ の交付要綱は、 令和元年度東京都離島航空路線補助金から 適用

する 。  

第２ 条 令和元年９ 月３ ０ 日ま での運賃補助対象経費について は、 第６ 条

中「 次の第１ 号に定める 運賃から 消費税相当額を 控除し て 得た 額と 第２

号に定める 運賃から 消費税相当額を 控除し て 得た 額と の差額」 と あ る の

を 「 次の第１ 号に定める 運賃の１ ０ ８ 分の１ ０ ０ を 乗じ て 得た 額と 第２

号に定める 運賃の１ ０ ８ 分の１ ０ ０ を 乗じ て 得た 額と の差額」 と 読み替

え る も のと する 。  

 

附 則（ 令和７ 年１ 月２ ９ 日付６ 港島管第８ ６ ５ 号）  

こ の交付要綱は、 令和６ 年度東京都離島航空路線補助金から 適用する 。 

 

 



第１号様式（第８条関係） 
 

 年   月   日 
 

東京都知事  殿 
 

                氏名又は名称 
                住    所 

                         代表者氏名         印 
 

 年度東京都離島航空路線補助金交付申請書 
 

   年度東京都離島航空路線補助金の交付について関係書類を添えて、下記のとおり

申請します。 
 

記 
（路線）              ～ 

 
１ 離島航空路線運航費補助の交付を受けようとする事業の概要 
（１）事業者の概要  

イ 事業者名 
ロ 申請路線名 
ハ 資本金       千円 
ニ 役員数       人 （有給役員    人  無給役員   人） 
ホ 従業員数       人 

 
２ 関係島嶼の概要 

島名 人口 主な産業 島の概要 
    

 
（注）１ 当該航空路の出発又は到着空港のある島について記載すること。 

２ 島の概要の欄には、島の面積、島内交通事情等のほか、文教施設や医療施設の

有無等について記載すること。 
 
３ 離島航空路線補助の交付を受けようとする事業の目的及び内容 



（１）（目的） 
   （内容） 
（２）受けようとする補助金の額        円（運航費補助） 
 
４ 離島住民運賃補助を受けようとする事業の内容 
 ・補助対象区間          ～             
   （航空路距離）             ｋｍ 
    （普通運賃）             円（Ａ） 
 ・既存運賃（離島住民）           円（Ｂ）（割引率  ％（１－Ｂ÷Ａ） 
 ・東京都離島航空路協議会決定運賃      円（Ｃ） 
 ・既存運賃－東京都離島航空路協議会決定運賃 

（Ｂ－Ｃ）単価※          円 
 
５ 受けようとする補助金の額          円（離島住民運賃補助） 
 
（注）１．旅客運賃表を添付すること。 
   ２．離島住民運賃補助の交付申請を行わない場合、４，５の記載は要しない。 
   ３．単価は、既存運賃と協議会決定運賃の各消費税相当額を控除して算出する。 



第２号様式（第９条関係） 
 

（文 書 番 号） 
 年   月   日 

 
殿 
                                           

東京都知事     印 
 

 年度東京都離島航空路線補助金交付決定通知書 
 

 年  月  日付   第   号で申請のあった「   年度東京都離島航空

路線補助金」については、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）

第６条の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、東京都離島航空路線補

助金交付要綱第９条の規定により通知する。 
 

記 
 
１ 補助金の交付の対象となる事業の内容は、  年  月  日付   第    号

で申請のあった   年度東京都離島航空路線補助金交付申請書に記載されたとおりと

する。 
 

２ 補助金の交付決定額は、次のとおりとする。 
  
   離島航空路線運航費補助の交付決定額  金           円 
   離島住民運賃補助の交付決定額     金           円 

 
３ 補助金の交付を受けたものは、次の条件に従わなければならない。 
（１）交付を受けた補助金については、地域公共交通の確保維持の目的に従って、効率的 
  な運用を図ること。 
（２）補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え、他の経理と区分して補助金の使 
  途を明らかにしておくこと。 
（３）補助金に関する前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して、補助対象事

業の完了する年度の終了後５年間保存しておくこと。 



第３号様式（第１１条関係） 
 
   

 年  月  日 
 
 東京都知事  殿 
 

                氏名又は名称 
                住    所 

                         代表者氏名         印 
 

年度東京都離島航空路線補助金交付変更等承認申請書 
 
 
      年  月  日付第   号で補助金交付決定のあった事業について東京都

離島航空路線補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり変更等承認を申請し

ます。 
 
 

記 
 
 
１ 変更理由    
 
 
 
 
 
 
 
２ 変更内容            
 
 
 
 
 
 
 
 

以 上 



第４号様式（第１１条関係） 
 

（文 書 番 号） 
 年   月   日 

 
殿 
                                           

東京都知事     印 
          
 
 

東京都離島航空路線補助金交付変更承認・不承認通知書 
 
 

 年  月  日付   第   号で申請のあった    年度東京都離島航空

路線補助金交付変更等承認申請書については、東京都離島航空路線補助金交付要綱第１

１条第２項の規定により、下記のとおり承認・不承認することに決定したので通知する。 
 
 

記 
１ 承認変更内容 

（不承認理由） 
 
 



第５号様式（第１２条関係） 
   年  月  日 

 東 京 都 知 事  殿 
                氏名又は名称 
                住    所 

                         代表者氏名         印 
 

  年度東京都離島航空路線補助金概算払請求書 
 
     年  月  日付第   号で補助金交付決定のあった    年度東京都離

島航空路線補助金について、東京都離島航空路線補助金交付要綱第１２条第１項の規定に

より、下記のとおり概算払を請求します。 
 

記 
１ 対象路線    
         離島住民運賃（   月   日から   月   日まで分） 
 
２ 請 求 額    

離島航空路線運航費補助    金             円 
   離島住民運賃補助       金             円 
（離島航空路運航費） 

 年度離島航空路線補助に係る交付決

定額として都から通知された額  （a） 
円 

既交付額     （b） 円 

今回請求額    （c） 円 

残   額 （a－b－c） 円 

 （離島住民運賃） 

交付決定額     （a） 円 

既交付額     （b） 円 

今回請求額     （c） 円 

残   額 （a－b－c） 円 

  
単価(a）消費税相当額控除 利用者数(b) 請求額（c=a×b） 

                 円              人         円 
 
３ 概算払を必要とする理由 



第６号様式（第１３条関係） 
 

 年  月  日 
 

東京都知事  殿 
 

                氏名又は名称 
                住    所 

                         代表者氏名         印 
 
 

   年度東京都離島航空路線補助金事業完了実績報告書 
 
 

  年  月  日付   第   号をもって補助金の交付決定通知のありました標

記補助金に係る補助対象事業の完了実績について、東京都補助金等交付規則（昭和３７年

東京都規則第１４１号）第６条及び東京都離島航空路線補助金交付要綱第１３条の規定に

より、下記のとおり報告します。 
 
 

記 
 
１ 補助対象事業の内容 
 
 
２ 補助対象事業の実績 
 
 
３ 補助交付決定額 

離島航空路線運航費補助の交付決定額   金             円 
   離島住民運賃補助の交付決定額      金             円 

 
４ 補助対象事業の完了年月日 
 
 
５ その他の関係書類 



第７号様式（第１３条関係） 
東京都離島航空路線補助金離島住民運賃補助実績報告書 

路線名      ～           補助事業者名              
１ 旅客輸送実績（過去３年）                     （単位：人） 
 年度 年度 年度 平均 
旅客輸送人員     
 うち補助対象者     
 うち補助対象者以外     
２ 運賃内容 
 ○実施期間     年   月   日 ～      年   月   日 
 ○内容 
  ・航空路距離                ｋｍ 
  ・普通運賃                 円（Ａ） 
  ・既存運賃（離島住民）           円（Ｂ）（割引率  ％（１－Ｂ÷Ａ） 
  ・東京都離島航空路協議会決定運賃      円（Ｃ） 
  ・単価                          円（Ｄ）（Ｂ－Ｃ）※ 
３ 実績表                             （単位：人） 
 利用見込数※ 利用実績数※ 利用者数の差※ 

４月    
５月    
６月    
７月    
８月    
９月    

１０月    
１１月    
１２月    
１月    
２月    
３月    

合計（Ｅ）    
 ・単価（Ｄ）           円 
 ・補助対象経費          円（Ｆ）（Ｄ×Ｅ） 
 ・補助金額            円 
（注）単価は、既存運賃と協議会決定運賃の各消費税相当額を控除して算出する。 

毎月報告時の記載項目は１、２及び３※とする。 



第８号様式（第１４条関係） 
 

（文 書 番 号） 
 年   月   日 

 
殿 
                                           

東京都知事     印 
 

 年度東京都離島航空路線補助金の額の確定通知書 
 

  年  月  日付   第   号で申請のあった「   年度東京都離島航空路

線補助金」については、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）第

６条の規定により、下記のとおり額の確定をしたので、東京都離島航空路線補助金交付要

綱第１４条の規定により通知する。 
 

記 
 
１ 補助金の交付の対象となる事業の内容は、   年  月  日付  第    号

で申請のあった   年度東京都離島航空路線補助金交付申請書に記載されたとおりと

する。 
 

２ 補助金の確定額は、次のとおりとする。 
  

離島航空路線運航費補助の額   金             円 
   離島住民運賃補助の額      金             円 
 

３ 補助金の交付を受けたものは、次の条件に従わなければならない。 
（１）交付を受けた補助金については、地域公共交通の確保維持の目的に従って、効率的 
  な運用を図ること。 
（２）補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え、他の経理と区分して補助金の使 
  途を明らかにしておくこと。 
（３）補助金に関する前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して、補助対象事

業の完了する年度の終了後５年間保存しておくこと。 



第９号様式（第１５条関係） 
 

 年  月  日 
 

東京都知事  殿 
 

                氏名又は名称 
                住    所 

                         代表者氏名         印 
 

年度東京都離島航空路線補助金交付請求書 
 

年  月  日付   第   号で補助金の額の確定が通知されましたので、下

記のとおり請求します。 
 

記 
 
１ 補助金額計    金              円 

離島航空路線運航費補助額   金             円 
   離島住民運賃補助額      金             円 

 
（離島航空路運航費） 

交付決定額    （a） 円 

        既交付額     （b） 円 

      今回請求額 （a－b） 円 

（離島住民運賃） 

交付決定額     （a） 円 

既交付額     （b） 円 

今回請求額  （a－b） 円 

 
 
２ 振込先  別紙「支払金口座振替依頼書」のとおり。 


